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広域の被害

企業（共通）１

１．会社関係の被害
２．社員の被害
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首都圏での検討例

広域被害の検討例（震度分布）



広域被害の検討例（震度分布）
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中部での検討例



広域被害の検討例（津波危険度：地盤標高）
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■標高 5m以下
■標高10m以下
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拠点名
震度

標高
耐震性

重要
度

対策
～５強 ６弱

６強
～ 建築年 Ｉｓ値

本社 ○ ９ｍ ２００１ 新耐震 ◎

○○工場 ○ ４ｍ １９７５ ０．２ ◎ 耐震補強

△△物流 ○ ２ｍ ２０１０ 新耐震 ○ 津波対策

□□事務所 ○ １５ｍ １９７５ ０．４ ○

××寮 ○ １０ｍ １９９３ 新耐震 ○

自社施設の危険度の評価
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関係会社・仕入れ先などの危険度評価

重要度 会社名 品目など 対策・対応

○○社 部品Ａ 復旧支援

△△社 部品Ｂ 在庫補強

□□社 保守・メンテ

××社 部品Ｃ

重要度評価の例

評価結果と対策
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広域の被害

１．会社関係の被害
２．社員の被害
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・広域地図（２種類:震度分布図、標高図）
・自宅の位置に●シールを貼ってください

・自宅の危険度は？
・通勤路の危険度は？

広域の被害（自宅の危険度）



昭和５６年以前

昭和３６年以前

昭和５７年以後

５強 ６弱 ７

０％

１００％
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全壊率は？（倒壊は６弱～６強ではこの約１割）

出典：中央防災会議首都直下地震対策専門委員会

６強

平均３０％

平均６％



震度と被害（６強は怖い）

５強以下：極めて脆弱な住宅に被害

６弱 ：昭和５６年以前の住宅に被害がでる

６強 ：古い木造密集地を中心に大きな被害
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震度情報は地震発生直後の最初の情報

被害の大きいところの情報は来ないか遅れる

震度情報（３分）で先読みができること
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倒壊 ０棟

全壊 ０棟

半壊 ０棟

一部損壊 ２０棟

軽微（仕上材など） １，３１０棟

無被害 ２，２４０棟

合計 ３，５７０棟

企業の震災危機対応（下）：近代消防社

古い（耐震性のない）・木造・２階建て・瓦屋根

阪神淡路大震災での工業化住宅被害の例

どんな住宅が倒壊したのか？
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非木造は強い（鉄骨造・ＲＣ造の全壊率）

昭和５６年以前

昭和３６年以前

昭和５７年以後

出典：中央防災会議首都直下地震対策専門委員会

５強 ６弱 ６強 ７

０％

１００％

昭和５６年以前で
震度６強～は注意
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震度６弱なら

（４人に１人）

（６人に１人）

（１４人に１人）

→重傷とは限らない

家具の転倒防止は
ほとんどしていなかった？
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社員の被害と支援者

夜間なら１棟に２人

支援は２人１組



部門 順位 氏名
自宅の危険度

距離 想定
６強 津波避難

本部

責任者 ・・・・ ○ １０ｋｍ △

次席 ・・・・ ○ ３５ｋｍ ×

３席 ・・・・ ５ｋｍ ○

○○部門

責任者 ・・・・ ５ｋｍ ○

次席 ・・・・ ○ １０ｋｍ △

３席 ・・・・ ４５ｋｍ △

◎◎部門

責任者 ・・・・ １５ｋｍ ○

次席 ・・・・ ５ｋｍ ○

３席 ・・・・ ○ ５ｋｍ △

●●部門

責任者 ・・・・ ○ ○ ２０ｋｍ ×

次席 ・・・・ ２５ｋｍ △

３席 ・・・・ １５ｋｍ ○

役員・幹部の危険度
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①社員の被害

・・・・ ×

・・・・

・・・・

○

△

・・・・

・・・・

キーマン 状況 代行者

②キーマンの状況

キーマンの状況


